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定期船運賃の実証分析
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［ はじめに―-Sturmeyの Deakin批判に寄せて一一
私は，さきに Deakin の Shipping Confereces, 1973について，本論
(1) 
集にややくわしい紹介を載せたが，その後 S.G. Sturmeyもこの本について
書評を行なっていることを知った。そのなかで，彼はつぎのように述べてい
(2) 
る。すなわち，
「海運同盟の問題については，およそ文献が乏しい。したがって，本書がわ
れわれの知識に付け加えたものは，大いに評価されるべきである。ただ，残
念なことに，本書の取り扱っている範囲は，表題から想像されるよりはかな
(1) 東海林(47]。
(2) Sturmey (31〕・ p.95。
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り狭いもので，ほとんど運賃に限られている。いいかえると，同盟の採用し
ている運賃協定以外の経済的諸慣行については，ほとんど触れられていない
のである。
(3) 
実は，私自身もかつて同盟の運賃政策について論じたことがある。したが
って，このような議論がいまも続けられている点については，私にも一半の
責任があるかもしれない。しかし，正直なところ，私は最近ではこうした談
論には飽きており，それはもう現在の関心事でなくなっている。
海運同盟の運賃設定行動については，かなり沢山なモデルが示されてい
る。しかし，それらはいずれも基本的な結論には至らず，あたかも本書にお
ける Deakinと同じところで分析が終わっている。つまり，どの議論も，一
方では運賃率と，他方ではたとえば運送貨物の単価（需要弾力性の近似物）
(4) 
・載貨係数 (stowagefactor)・航路距離等，かの有名な27項目の何らかの
組み合わせをもってする貨物の諸特性と，この両者の関係について，見事な
統計学的関係をわれわれに教えてくれる。しかし，それによって，一体何が
説自(explain)されたというのだろうか。どんなによくフィットした統計で
あっても，同盟の運賃政策を説明したことにはならない。」
このような言葉からすると， Sturmey は，以下の本文で紹介するいろい
ろな実証分析を，単なる fact-finding であり，ご<.表面的な説明にすぎな
いものとして，大いにこれに不満をもっているかに思われる。彼自身が考え
ている基本的な説明の仕方とは，どのようなものであろうか。察するにそれ
は，利潤極大化原理とか，参入阻止仮説を出発点とするものと考えられるけ
(5) 
れども，彼自身それらを試みて，結局は成功しなかったのである。
そもそも，現代経済の特徴である寡占的大企業の行動に対しては，いろい
(3) Sturmey⑫9J,〔30]。これらは Sturmey(32]のなかに，それぞれ Ch.5お
・よび Ch.6として収録されている。 （東海林）
(4) FMC (14J, pp. 90-143に挙げられている27の項目（運賃決定要因）を意味す
るものではないかと思われる。なお， Bryan〔的， p.16i, n.1;宮本〔切〕， 70-
71ページを見よ。 （東海林）
(5) 東海林〔44〕183-198ページを参照。
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ろな仮説が提示されてはいるが，いずれも一通りの筋道では捉えがたいとい
うのが，一般理論上の定説である。 Sturmey 自身も，上の言葉にすぐつづ
けて，「とはいうものの，今日世界には実に 360余の海運同盟があるのだか
ら，ごく概論的な説明ならばともかく，精密ななにか 1つの説明法を発見す
ることができたとすれば，むしろその方がおかしいといえるかもしれない」
と述べている。
したがって， Sturmeyが一番いいたかったことは， 現代の同盟問題を解
決するために取り上げるべき問題は，運賃以外にたくさんある。たとえば
(Sturmey は名を挙げていないが， Deakin もこれを読んでいるはずだと
付言している） Bennathan=Walters(2〕が取り扱った運送プール制のよう
な，運賃以外の経済的諸慣行がそれであって， Deakinの場合，折角船会社
の側から資料の提供について十分な協力が得られたというのであるから，そ
の機会をもっと生かしてもらいたかった。その点が残念に思われる一ーとい
うことのようである。
さて以下に紹介しようとするのは，彼が同盟研究の方法論的観点から不満
を表明した，定期船運賃についての実証的諸研究である。世界の海運同盟は
数も多く，航路（市場）の状況・各国の法制等によって，その内容や行動は
さまざまである。いわば， 1つの名前で多くの顔をもった現代の怪物であ
る。できるだけこれに接近して，厳密な形でこれを捉えようとすれば，どう
しても部分的（個別的）にならざるを得ない。
Sturmeyのいうように，運賃だけでアプローチするのも問題である。し
かし，それは同盟の行動としては，もっとも捉えやすいばかりでなく，同盟
自身の諸慣行を含めて，さまざまな市場条件の反映でもある。人びとがこれ
に焦点を合わせ，これを怪物解明のいとぐちにしようとするのは，一応もっ
ともなことではなかろうか。それに，単なる fact-finding とはいっても，
そこにはそれぞれなにがしかの仮説が前提されているのであって，表面に近
い層においてではあっても，同盟の行動様式が，こうした実証によって理論
づけされているのである。こうした多面的な諸研究を積み重ねることによっ
定期船運賃の実証分析（東海林） (497)37 
て，やがては怪物の全貌が次第に明らかにされる可能性がある，と私には思
われる。
実際以下に紹介するいくつかの論文において，著者らは他方では同盟の
諸行動の核心にある特性ないしはその矛盾点といったものを指摘している。
それらは， Sturmey のいう基本的説明にほぼ該当するものであって，しか
もその説明は，彼らが実証的分析を行なって得た結論と無緑ではなく，それ
をさらに掘り下げる仕方で試みられているのである。表層についての仮説と
検証，そしてさらに深い層についての仮説の構築へと，それは進んでいるか
に見える。他方， Sturmey などが試みたように，もっとも一般的したがっ
て基本的な仮説を出発点とする探求の仕方があり得よう。両者は，あたかも
トンネル工事が両方から掘り進められて出合うように，きっと途中において
会合するにちがいない。
このように考えて，私は， Sturmey の冷い評価にも拘わらず，以下の本
文において，諸家の研究のうち，とくに実証的な部分のみを取り出して，展
望を試みようと思う。より一層理論的およぴ政策論的な研究については，ぃ
(6) 
ずれ稿を改めてそれを試みるであろう。
]I Heaverの研究（北米太平洋岸／日本，
(7) 
同／オーストラリア航路： 1968年）
Heaverの研究は，すでに宮下氏が前記論文のなかで紹介しておられる。
ただ，その際に利用されたものよりも多少詳しい文献を見たので，同氏の説
(6) 最近，神戸大学の宮下国生助教授は，上の Deakinのほか Heaver(17)およ
び Fasbender=Wagner (12〕の研究をサーペイし，一ー「定期船運賃水準論」と
区別して—これらを「定期船個別賃率論」と名付けられた（宮下〔39〕）。私は
この論文によって大いに啓発され，また Fasbender=Wagnerの著書の借覧を
許されたことについて，同氏に深く謝意を表するものである。
ただ同氏が，この論文の結論において，個別賃率（すなわち品目別運賃）は，
全体的な運賃水準が海運同盟の市場行動を通じて決定されたのちに，個々の賃率
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明を補足する意味で，以下これを紹介する。
Heaverが用いた回帰分析のモデルは，つぎのようなものであり，計算の
結果は表 1, 2に示されている。
ふ＝bふ＋bふ＋bふ＋bふ＋bふ (1) 
として（一方向的に）配分されるものであり，したがってこれを扱う個別賃率論
は，運賃水準論のように「市場的運賃論の範疇に属するものではなくて，経営経
済的観点と結びついた技術論的運賃論にすぎない」 ((39J14ページ） といわれ
る，この点はあまり賛成できないように思われる。
宮下氏のこうした区分の仕方は，本文で述べた Sturmeyの考え方に，ー派相
通ずるものがあるといえるかもしれない。しかし，個別賃率の決定といえども，
その背景をたどれば，動かしがたい市場の需給条件に突き当たる筈である。 Laing
などは，この点はっきりと「賃率構造は，外生的に決定される」 ((24JPart Ir. 
p.142)と述べている。少なくとも，全体的運賃水準の決定と個別賃率の決定と
を議論として分けて考えるのは，便宜の問題にすぎず，とくに理論的性格上の区
別を設ける必要はないのではないか，と思うのである。
また，同じようなことの緑り返しになるけれども，宮下氏の「技術論」にかか
わってさらにいえばこうである。すなわち，とくに定期船とは限らないが，「運
賃の設定は技術であって，科学ではない」 ("Rate-makingis an art and not a 
science.’'）とは，よくいわれるところである。実際， 1964年に米国運輸省の委託
によって海運同盟慣行の聞き取り調査を行なった WilliamR. Greinerは，翌年
6月第89艤会上下合同経済委員会でそれを報告したが，その際彼が結論の要約と
したのは，まさしくこの言葉であった (Jansson(21J, p. 76)。
しかし，そうした実際家にとっての「技術」のなかから，あるいはその背後
に，なにがしかの理論を見出し，「科学」を構成しようというのが， 私などの考
え方であって，以下の諸研究も，そのような観点からこれを評価しサーペイしよ
うとするのである。
(7) Heaver (18J. Heaver はこの他に〔16]を発表しており， Jansson (22J, 
Shneerson [27Jらによって引用されているが，見ることができなかった。細かく
いうと，年間貿易額および f.o. b.価格について1968年の米国商務省の海上貿易
統計が用いられたことは確かであるが，宮下氏のいわれるように ((39J11ペー
ジ，第 1表） 1年間の取引を対象にしたというのでは，必ずしもなく，むしろ，
同年の貿易量に関連のあるタリフを利用したというにすぎないかと思われる。本
節の表題に付けた年次も，この意味である。なお，この研究（太平洋航路のタリ
フの分析）の詳しい資料は， Heaver の所属する Univ. of British Colu[!lbia 
(Transportation Centre)から発表されているようである。
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ふ＝運賃率（ドル／ロング・トン）
X2＝載貨係数（立方フィート／ロング・トン）
ふ＝商品のf.o.b.価格 (100ドル／ロング・トン）
ふ＝年間 f.o.b．貿易額 (100万ドル）
X5＝冷凍の要否（ダミー変数）
X6＝定数値（ドル／ロング・トン）
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表1 太平洋横断航路同盟の運賃率についての多元回帰方程式
航
炉
5 
b 
4 
b 
3 
b 
2 
b 
ー
-b 
プ
ン数
サル
一
路
日本／太平洋岸 39 1.04 
0.86 -0.19 -9 414 ) 0.92 (13.4) (10.7) (3.0) (1. 
太平洋岸／日本 36 1.00 0.51 
-0.93 17.66 0.83 (7.8) (5.5) (2.5) (2.1) 
太平洋岸／ 34 1.21 
1.34 4.81 0.75 
オーストラリア (9.3) (3.7) (0.43) 
オーストラリ洋ア／岸 28 0.95 0.71 32.83 9.26 0.77 
太平 (7.6) (1.6) (2.0) (1.1) 
（備考） 1.( ）内は t値。
2．オーストラリア／太平洋岸では，係数（とくに b2)の有意性が他の航路より
も劣る。またこの航路ではX4とX5の間の相関性が高い (0.58)ことが， b4
の値を不確かにしている。ふを除いても．次式のようにその結果はほとん
ど上と変わらない。
X1 =0. 96X2+0. 70Xa+8. 51; R2=0. 75 
(7. 4) (1. 5) 
（出所） Heaver(18), pp. 259-260, Table I，皿 andp. 261, f. n. 6. 
表2 各独立変数についての偏相関係数
航 路 Iふ X3 |ェ|x5 
日本／太平洋岸 0.91̀ 0.87 0.46 
太平洋岸／日本 0.82 0.72 0.39 
太平洋岸／ォーストラリア 0.86 0.56 
オーストラリア／太平洋岸 0.84 o.ao 0.40 
（出所） Heaver(18), p. 259, Table](． 
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表1の R2の値が示すように，品目別較差運賃の実態は，（ 1）式のモデル
によってその75~92彩までが説明されるといえる。また表2に見られるよう
に， 賃率規定要因のうちもっとも重要なのは， X2すなわち各貨物の載貨係
数である。運賃負担力を代表するものとしての商品単価 Xdま，同様に大変
重要ではあるが，最有力要因ではない。
日本関係航路では，往復航とも貿易額 x4が相当意味を有しており，これ
は，貿易額（取引量）の大小が荷主の側の交渉力に影響することを示唆して
いる。すなわち，東行では空船不定期船の存在のために，また西行では雑貨
の不足から，いずれも大口貨物の荷主が相対的な低運賃を享受する可能性が
多いものと思われる。これに対して，オーストラリア航路では，貿易額は大
した意味をもたない。通常，不定期船からの競争がないからである。実際，
この航路では，ライナー・カーゴーが往復航でよくバランスがとれており，
サンプルにした品目で大量に取引されるものはほとんどない。
ここに発見された載貨係数の最重要性について，とくに注目されるのはオ
ーストラリア／北米太平洋岸の航路である。そこでは，載貨係数 X2と冷凍
の必要性ふとが主たる説明要因となっているが，表 1の注2にも見られる
ように，この航路の特殊要因であるふを除いても，その結果は大して変わ
らない。いいかえると，この航路では載貨係数したがって運送コストが，ほ
とんど唯一の運賃較差規定要因となっている。その意味できわめて特徴的な
航路である。オーストラリアでは，政府の強力な支援を背景にして，荷主団
体の交渉力がつよいので，このように運送コストに対する配慮がとくに重視
されるようになっているものと考えられる。いうまでもなく，載貨係数は貨
物の積卸し費用および船腹の利用にとって，重大な関連のある数字だからで
ある。
いずれにせよ，このような計測の結果いい得ることは，同盟は運賃を単に
「負担力」や偶然性によって決定しているのではなく，コストを基本的な説
明要因とする 1つのシステムによって，運賃の設定を行なっていると判断さ
(8) 
れるのである。もしそうだとすれば，運賃構造は航路の諸条件をどの程度正
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確に反映しているであろうか。たとえば，ライナー・カーゴーが往復でアン
バランスな場合，貨物の少ない方の航路では， 〔船腹に余裕があるために〕
果たして載貨係数の重要性は低くなっているであろうか。残念ながら，この
(9) 
調査ではそう，した航路にまで及ぴ得なかった。
さらに，理論的な問題として，以上のような運賃設定政策は，同盟の行動
をかの Baumol のいう「売上高極大説」によって説明することを可能にす
(10) 
るのではなかろうか。この点，改めて考えられてしかるべきであろう。
最後に，政策論的な問題として，今後における運賃構造はいかにあるべき
か。船会社は，ライナ一部門における急速な技術革新にも拘わらず，基本的
には旧来の運賃構造をつづけている。それでは，現在のコストを反映したも
のといえないのではないか。 Heaverはこのようにのべて，ごく常識的な議
論によってではあるが，コスト・ペースの運賃構造に移行する之とが，荷主
および船主の双方にとって有利であり，かつその方が C社会的に〕効率的で
あろうとのべた。われわれは，別の稿で再ぴ彼のこうした主張を顧みること
になるであろう。
(11) 
il Bryanの研究（カナダの輸出航路： 1969年）
_Bryan は，カナダからの輸出航路（東・西岸／相手国別26航路：同盟の
数は13で，そのほかに独占的ライナーの就航する航路が 3航路）について，
(8) Heaverは，上記太平洋航路のほか， UNCTADで行なわれたモロッコ／フラン
ス問の定期船運賃の調査 (32Jから，独自の回帰分析を引き出し，それによって
この判断を補強している((lSJ,pp. 261-262)。それについては， Jansson(21J 
も同じような分析を行なっているので，あとでJanssonの他の研究と一緒に紹介
することにする。
(9) Heaver (18J, p. 263. Heaverの及び得なかったこの点については，つぎに
述べる Bryanや Shneersonがその検証を試みている。
(10) Heaver (18J, pp. 263-264. Heaverのこの考え方は，同じ頃に発表された彼
の別の論文〔19Jで展開されている。
(11) Bryan (3J. この論文は，著者が Alberta大学大学院生のときに書かれたもの
である。
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(1)同一航路内の品目別運賃構造，および(2)同一品目の異なる航路間の運
賃比較を検討している。
第1の問題について設定された運賃モデル（モデル 1)は，・ (2)式のとお
りである。
F、,=F(U,,S、,Q心
ただし，
Fu=j航路における i品目の運賃率（ドル／2,000ポンド）
u、=i品目の単価（ドル／2,000ボンド）
S, = i品目の載貨係数（立方フィート／2,000ポンド）
Q、i=j航路における i品目の前年の年間荷動量 (2,000ボンド）
(2) 
Q、；について前年の荷動量が用いられているのは，船主がそれによって当
年の荷動量を予想するであろう，との考えによるものである。その他の変数
については，もはやとくに説明の必要はあるまい。 Bryanの考えによれば，
u、は同盟が貨物の運賃負担力を測る尺度として用いるものであり，したが
って Uヽ の係数が有意性を備え，かつ大きければ大きいほど同盟の独占力が
(12) 
つよいことになる。採用された品目数は，つぎの品目別運賃の航路間比較
（原表4)においては26となっているが，航路別の品目間比較（原表 3)に
(13) 
おいては， 17~22品目となっている。
(1~) Bryan (3J. p. 162. 
(13) Bryan (3J, p.163, Table 1; pp.196-169, Table 3, 4（上記航路数は Table
3による。 Table4によれば， 1品目について観測された航路数として19~32が
記されている）．
一般に，この種の調査においては，つぎのような困難を伴なう。第1に，同盟
クリフの品目と貿易統計（関税統計）の品目とを突合させること。第2に．クリ
フ・レートでは運賃建てが「フレート・トン」，したがって重量・容積両建ての
表現になっている品目が多いので，これをすべて重量トン当たりに統一するこ
と。そうでないと，貿易統計による重量トン当たりの商品単価と比較することが
できない。第3は，貿易統計は相手国別になっているので，国によっては（たと
えばカナダ，アメリカ等）これを地域別に配分しないと航路（市場）に適合しな
いこと。 Chinitz〔的， p.352, Heaver (18J, p. 258, Shneerson〔切J.p.60, 
f. n. 6, Jansson (21J, pp. 77-78, Devanny et al. (SJ, p.163等を見よ。
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第 2の問題について， Bryanの設定したモデル（モデル 2)は，つぎの
(3)式のとおりである。
Fii = F(A1, Ni, Q、1,D)
ただし，
A1= j航路の距離（海里）
N,= j航路の盟外ライナー（社）数。
D ＝ダミー変数；海運同盟は0,独占ライナーの場合は 1。
F11, QiJは(2)式と同じ。
(3) 
この場合， N1の合意するところは，いうまでもなく盟外船が多ければ，
それだけ運賃は低くなるであろうし，また同時に品目別の運賃差別も弱くな
るにちがいない，というのである。ダミー変数の D をもって想定されてい
ることは，集合独占的な同盟よりも，いわば 1社で同盟を結成している独占
ライナーの方が，より高い運賃を課すのではないかという比較である。もち
ろん，ここに挙げられた変数は，ごく限られたものであって，何といっても
(14) 
最高に重要な要因は，航路別のコスト（差）であるにちがいない。
さて，以上のようなモデルに実際の数字を当てはめた結果は，どうであっ
たか。まずモデル 1 についていえば，•第 1 に，生の数字よりも対数になおし
た方がよい結果が得られた。第 2に，載貨係数と商品単価の係数は，すべて
の航路において 5％水準の有意性のあることが示された。つまり，同盟は運
賃差別を実施している。とくに，モントリオール／南アフリカおよび同／ジ
ャマイカの両航路においては，単価の係数が相対的に大きい。これらの航路
は，ともに独占ライナーが就航しており，それが影響しているものと思われ
る。
載貨係数の方は，航路別のバラッキが大きい。理論的には，容積のうえで
余裕のある航路ほど，載貨係数の係数値が低くなると考えられるのである
が，その点を確認するための資料は得られなかった。最後に，各品目の年間
(14) Bryan (3J, p. 165.宮下〔38Jおよび〔39Jに紹介されているように， Fas-
bender= Wagnerは，同一品目の航路別運賃比較において，航路の競争条件のほ
かに，このコスト比較をかなり詳しく行なっている。
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輸送量は，品目間の運賃較差を説明する要因としては，もっとも重要性が乏
(15) 
しいと見られた。
つぎにモデル 2についていうと，ここでもやはり対数値の方がよい結果を
得た。しかし説明の度合いは，モデル 1よりも低い。上述のように，この場
合は大切な要因が落ちているので，こうした結果になるのも不思議ではな
(16) 
ぃ。
個別に要因別に見ていくと，第 1に距離によっては，同一品目運賃の航路
別相遮は説明されない。これは，燃料費が全運送コスト中わずか11彩しか占
めないという Grossman の数字からして，当然かもしれない（近年では労
賃や保険料が上昇しているから，この数字はもっと下がつているかもしれな
(17) 
い）。ところで，モデル 1では載貨係数が重要な要因と見られた。そこで，各
品目の載貨係数と同じ品目についてモデル 2から得た距離の係数と，この両
者の相関を測ってみると， 0. 75(1=22. 5)という値が得られた。つまり，こ
れによっていえることは，貨物がかさ高になるほど，距離の相遮が運賃によ
く反映する。いいかえると，距離の長い航路ほど，かさ高貨物は罰金を取ら
(18) 
れる率が高い，ということである。
(15) Bryan (3J,. 165. Table 3に示されている26本（航路）の方程式中．年間輸
送量の係数に5%水準有意のマークが付いたものは1つもない。なお， R2の値
は，ただ 1航路（バンクーバー／フランス・ペルギー・オランダ）を除いては，
すべて0.65~0.893のあいだにある。
(16) Bryan (3J, p. 165.ちなみに， Table4で見ると， 26本（品目）の方程式中．
R2が0.6を上回るものは4本にすぎず，値の出ていないものが5本ある。なお．
以下の参考に各要因別に回帰係数が5彩水準で有意な品目の数を示すと，距離の
係数では10,貨物量は 5，ダミー変数も 5.盟外船の社数については8品目とな
っている。
(17) Bryan (3J, p.165, f. n. 4. Grossmanの数字は， 1956年の書物による。ただ
し， Bryan の調査後，燃料コストも大幅に上昇しているので． この数字の評価
はまた変わってくるかもしれない、9
(18) この関係は，つぎに見る Shneerson の調査 (26Jでも仮説として取り上げら
れているが，その場合は結果的には検証されなかった。
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第2に，航路別の輸送量の相遣は，モデル 1の場合よりも，ほんのわずか
ではあるがよく運賃率の差を説明する。有意性の認められた品目でいえば，
アルミや銅は，不定期船の競争があることを証拠立てているし，冷凍鮭の場
合は，特殊な貨物でも大量に動けば，それに適した施設が完備し，したがっ
て運送コストの引き下げられることが，相対的低運賃の原因になっていると
推定されるのである。
第3に，ダミー変数，すなわちその航路が独占ライナーの就航々路である
かどうかの別によって，運賃の高低が有意的に説明される品目は，すべて高
価な貨物である。つまり，このことは，独占ライナーの方が，高価品に対し
て思い切った高い運賃をつけることを意味するかと思われる。もっとも，ダ
ミー変数の説明力は，運賃較差全般については，下で見るように，そうつよ
表3 航路別・品目別回帰の統合結果
変 数 ，係 数 t 
距 離 0.2323 6.65* 
商品 単 価 0".3405 24.71* 
盟外船社の数 -0.0095 -2.71* 
載貨 係 数 0.5862 27.20* 
年間荷動量 -0.0078 -3.82* 
独占ライナー（ダミー） 0.0066 0.98 
定 数 -2.5204 
R2 0.774 
F 291.22 
推定値の標準偏差 0.3702 
観 測 数 534 
（備考） ＊は，原表には説明がないが，他から推定すると，
5彩水準において有意であることを示す（表4につ
いても同様）。また， FはFー比の値である。
（出所） Bryan(3〕・ p.171, Table 5. 
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くはない。最後に，盟外船社の数についていえば，やはり同盟の行動はこれ
(19) 
によって影響を受けることが，ある程度確かめられた。
以上，モデル 1とモデル 2による回帰分析の結果を（原資料抜きで）紹介
してきたのであるが， Bryanは，さらにこの 2つのモデルを統合して，すべ
ての変数を 1つの回帰方程式に含めた分析を行なっている。表3は，その結
果を示したものである。
一般には，ここでも上の結論が支持されている。ただ，独占ライナーか否
かのダミー変数のみは，運賃水準の説明に有意な寄与をしない。いいかえる
と，独占ライナーが同盟よりも高いレートをつけるかどうかについては，は
(20) 
っきりした結果は得られなかった。
ところで，すぺての同盟が同じような運賃設定行動を取るとは，考えられ
ない。・同じ同盟でも，米国に寄港する 7つの同盟は，米国政府の同盟規制に
よって，カナダのみを基盤とする 6つの同盟とは運賃設定の仕方が異なるの
(21) 
ではないか。そこで， Bryanは，いずれもカナダ・ベースである 3つの独占
ライナーは，後者と同じ行動を取るものとみなし，これら (Canadiancon-
ferences)と米・加両国ペースの航路同盟 (jointCanadian and United 
States conferences)と，この 2のタイプについて，その間に運賃設定行動
に有意的な相遮が見られるかどうか，ダミー変数を用いて調べている。表4
がその結果である。
これによって見ると 2つのタイプの同盟間の相遮度を示す係数 (differen-
tial slope coefficient)の値が， 5％水準で有意でない (t値は0.44)のは，
単価の係数のみである。ということは，双方は運賃差別〔負担力主義の採
用］の点では同じ程度に行動するが，その他の要因に関してはいずれも遮っ
た行動を取る，ということを意味する。
(19) Bryan〔3〕pp.165,170・
(20) Bryan (3) p.170. 
(21) カナダでは， 1970年に海運同盟を規制する法律ができたが，本調査の対象とし
た運賃は1969年のものである。 Bryan(3), p. 170, f. n. 5. 
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表4 米国政府による同盟規制の影響
変 数 カナダ同盟 I米・加共通同盟 相遣度係数
距 離 0.263* -0.062 0.349* 
商品単価 0.339* 0.326* 0.013 
盟外船社の数 -0.0113* 0.002 -0.014* 
載貨係数 0.618* 0.530* 0.083* 
年間荷動盪 -0.002 -0.014* 0.012* 
定 数 -2.947 0.572 -9.838* 
R2 0.789 0.767 0.788 
F 町1.86* 106.22* 176.58* 
推定値の標準偏差 0.358 0.355 0.357 
観測数 367 167 534 
（備考） 1.原表の t値をここでは省略した。
2．ダミーの用い方は，カナダ同盟（含独占ライナー）を 1，米・加共
通同盟を 0としている。
（出所） BryanC的， p.171,Table 6. 
双方の同盟について独占力が等しいと見られる点は，米国の規制の影響を
考えると，一見矛盾しているように思われる。しかし，法律の条文によれば
FMC（連邦海事委員会）は，運賃差別が “unfairyor unjustly discrimi-
natory"でなければ，それに介入しないのである。他方，カナダには加入制限
を規制する法律はないけれども，盟外船や不定期船が存在するために，カナ
ダ・ベースの同盟は独占力がつよい，とは必ずしもいえないのである。
その他の要因に関して，双方の同盟運賃設定行動がなぜ有意的に相遣する
かについては，単に推測される理由を挙げ得るのみである。たとえば，距離
の長短に対する反応の仕方が異なるのは，あるいは燃料コストの相遣による
のかもしれない。盟外船の存在は，カナダ同盟の方が明らかにその影響をつ
よく受けている。この点は，米国の自由加入条項と符合する。自由加入なら
ば，盟外船の数や影響力は低下するにちがいないからである。載貨係数の影
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響力は，米・加共通同盟において落ちるが，これも上と同様に米国の自由加
入条項のために，この種の同盟の方が船腹過剰になりやすく，そのことがこ
のような点にも硯われているのではないかと思われる。年間荷動量に胴して
は，米・加共通同盟の方が，大量貨物に対してより低い運賃を提供している
ように見える。しかし，この点について，たとえば，この方が両国にまたが
るために，対象の貨物量ひいては不定期船の競争がより激しいといえるかど
うか，その当否を航路別に確かめるまでには至らなかった。
大量貨物に対する低運賃の提供に関して，もう 1つ考えられる別の理由
は，船社が安定収入の利益と引き換えに，荷主に運賃上の譲歩をすること
で，米国の同盟規制がきびしいために，両国共通同盟においてこの傾向がい
っそうつよく見られるのではないか，ということである。最後に，定数項の
差についていえば，米・加共通同盟の方が運賃の一般的水準が高いことが示
されている。なぜそういうことになるのか。 Bryanの挙げている理由は，
(22) 
以下のようである。いずれも仮説の域にとどまるものではあるが，概ね妥当
な見解だといえよう。
(1)両国共通同盟でカバーされている航路は，そのほとんどが途上国向け
である。 そのため復航（カナダヘの輸入）航路では雑貨が少ないだろ
う。したがって，船社は固定費を償うために往航で高い運賃を設定する
必要がある。〔この点に関連して，なお後述する Devanneyらの研究を
参照されたい。］
(2)米国船は労賃が高い。 したがって， 両国共通同盟の方が固定費が高
"‘o 
(3)カナダヘ寄港することは， ノーマルな航路からは寄り道になる。した
がって，運賃がより高いものになる。
(4)米国の港費はカナダよりも高い。そこで，同盟としては，同盟の常用
手段である「平均化」を実施して，カナダの方の運賃もそのために割高
になっている。
(22) Bryan (3J, pp.170, 172. 
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N Shneersonの研究（タイ・シンガボールおよび
(23) 
イスラエルの輸出入航路： 1970年）
(509)49 
Shneersonは (Janssonとともに），定期船サービスのコスト要因とし
て，載貨係数を理論的に重視する。それは，定期船で通常見られるように，
重量よりも容積が運送量の制限要因となっている航路＝「容積航路」 (mea-
surement trade) においては，載貨係数が荷役したがって停泊コスト (costs
in port or port costs)および航海コスト (at-seacosts)の双方に影響す
るからである。
そもそも，定期船の運賃と対比して考えられるべきコストは，長期限界費
用 C1航海 (a round voyage) を生産の単位としてとらえ，その総費用の
(23) Shneerson (27〕・ Shneersonがこの論文の初めに注したところによると，彼
は硯在 Univ.of Haifaに在職しているが，かつて LondonSchool of Econmics 
において， Bennathanと Walter両教授の指導のもとに，本論文の基礎となっ
た学位論文を執筆した。なお，この論文については StockholmSchool Econo-
mies の Jannsson博士の助力に負うところが多いと述べて (p;52, f. n.), 
Janssonの論文 (21〕を Referenceに挙げている。実際，この論文は，理論的
な基本において， Janssonの考え方にきわめて忠実である（要領よくまとめられ
ていて，理解しやすい）ばかりでなく，港湾荷役の能率とコストに関する実証の
数字は，すべて〔21〕に出ているものがそのまま，とくに断わりなく使われてい
る ((27〕・ pp.55-56)。
他方， Janssonの側でも． “PriceDiscrimination in Liner Sea-Transport" 
と題する Daniel Shneerson.の学位論文が近く提出されることを記し ((21〕，
p. 75, f. n, p. 78)，その計測結果をバンコックとシンガボールについて紹介して
いる ((21〕，印． 81-83．後者の数字は Shneersonのこの論文とまったく同じ）。
したがって，これら一連の研究は両者の共同研究かとも思われるのであるが，
ここでは航路別運賃の分析についてのみ Shneerson を利用し，次節において
Janssonを取り上げ，その際彼の荷役コストの分析をも紹介することにしよう。
Shneersonが分析した運賃がいつのものか，実は定かではないが，推定によって
一応1970年とした。なお，文献〔28〕においては，名前は DanSchneerson と
記されている。
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(24) 
貨物当たり配分額〕であり，この長期限界費用に対する載貨係数の影響は，
停泊コストヘの影善と航海コストヘの影署を合計したものである。合計する
際のウエイトは，停泊と航海の時間的比率によって与えられる。
重要な点は，両者に対する影審の仕方（弾力性）が相遮することである。
航海コストの載貨係数弾力性は 1である。なぜなら，載貨係数が 2倍になれ
ば，貨物の重量トン当たりで測った航海コストは 2倍になるからである。こ
れに対して，停泊コストの載貨係数弾力性は，実証の結果0.2~0.5の範囲で
あって， 1より小さいことは確かである。このことから，航海コストのウエ
イトが高い，つまり長距離の航路ほど，載貨係数は単位（重量）当たりコス
トにつよく影響することが想定される。
第2に，同じ影響は，往復航のうち貨物量の多い方の航路 (fatleg)にお
いて，より強力であると考えられる。なぜなら，少ない方の航路 (thinleg) 
では，貨物輸送のための追加資源は荷役にのみ関係があるにすぎないからで
ある。第 3に，いうまでもなくこの影轡は，「容積航路」においてより大き
い。重量によって制約される航路一「重量航路」(deadweighttrade) -
においては，載貨係数は航海コストには無関係で，停泊コストにのみ関係が
あるにすぎないからである。
他方，需要の要因と見られる商品単価は，けっして需要の諸要因をこれに
よって全面的に表現するものではない。他の輸送手段および他の商品供給源
(25) 
からする競争によって，需要の弾力性は左右されるからである。たとえば，
不定期船との競争が圧倒的な航路では，商品単価は運賃に何の影響も及ぽさ
ないであろう。
さて，ここで取り上げられている航路は，クイの輸出・入各 8計16航路，
シンガボール同じく 16航路，およびイスラエルについては輸出 4,輸入 79計
(24) Jansson (21], (221に従って，このように考えられる。 Shneerson〔切J,p. 
53はその要約である。
(25) Shneerson (C27J p. 58)は， Bennathan= Walters (2Jにしたがって，運送
需要の一般的公式を示している。
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11航路，合計43航路であるが，これらはすべて「容積航路」であった。運賃
決定のモデルは，つぎ(4)式で示される。
F=aV≪SP 
ただし，
F＝重量1トン当たりの運賃率
V＝商品単価
s ＝載貨係数
(4) 
(4)式が指数を用いた形になっているのは，前述のような載貨係数と荷役
費についての実証，および単価の影響については，つぎのような推定にもと
づく。つまり，単価が高くなるほど運賃の上げ幅が小きざみになるような形
が，競争の影響をよく表現するものと考えられたのである。実際に計算を行
なった結果においても，線形よりは対数形の方がよい結果が得られた。
検証されるぺき命題（仮説）は， くり返していえば，つぎの 4つである。
(1)運賃率は単価と正の相関がある。しかし相関の程度は航路における競
争の程度によって異なる。
(2)運賃率は載貨係数と正の相閲がある。
(3)載貨係数が運賃率に及ぽす影響は，貨物量の多い航路においていっそ
う顕著であろう。
(4)同じ影署は，長距離の航路においてより顕著であろう。
このほか，シンガボールに関しては，品目別貨物量 (Q) も変数に加えら
れたが，結果は（マイナス効果について）ほとんど有意性を隠めることがで
きなかった (16航路中輸出 2航路のみが， 5彩水準で有意）。大量に出荷され
る商品は，しばしば（たとえばプラジルのコーヒーのように）輸出市場にお
いて独占的地位を占め，したがってライナーの高運賃を吸収することができ
るからである。
前記43の航路について回帰分析を行なった結果， 商品単価 (V) と載貨係
数 (S)は，相当に満足できる説明要因であるといえる。 すなわち， 43本の
方程式のうち24本は，決定係数 0的が 0.55~0.82であり， 0.4未満は11本
のみであった。（ここには，原表を省略して，日本関係の 4航路のみを拾い
52(512) 
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表5 日本関係航路の運賃構造
路 観測数定数 logV I log S I log Q I R2 
35 2.589 0.167* 0.565 0.30 パンコク／日本 (1. 762) (2.465) 
129 2.856 0.238 0.255 0.34 日本／バンコク (5.304) (2.574) 
0.715* 0.459 0.594 0.022* 0.65 シンガボール／日本 66 (0.87) (5.90) (2.83) (0.43) 
1.620 0.339 0.754 -0.004* 0.75 日本／シンガボール 253 (5.59) (10.85) (12.34) (-0.22) 
（備考） 1.*は 5％水準で有意でないことを示す。
2.( ）内は t値。
3．原表7によれば，タイ／日本の全貨物最は7,673,490立方フィート， 日本／ク
イは8,436,514立方フィートである。
（出所） Shneerson[27], pp. 62-65, Table 4, 6A, 6B. 
上げて表示する。）
さらに，上の 4つの仮説について，発見された結果を要約すると，つぎの
とおりである。
仮説(1)は，一般に確認された。符号が反対になったのは 1航路のみであ
り， 5％水準で非有意であったのは〔この 1航路ーカルカッタ／シンガボー
）レーを含めて］ 8航路のみであった。また，単価の係数値は，大体において
各航路の競争状態を反映している。いいかえると， 競争のはげしい航路で
は，この値が小さいかまたは非有意であった。興味あることは，このような
現象は，（ごく少数の例外を除いて）短距離の航路に見られる点である。い
いかえると，短距離の方が競争が組織化されやすいかに思われる。
仮説(2)も確かめられた。すなわち， 2つの航路を除いて，載貨係数の係
数は正で 1より小さい。また43航路中37までが， 5%水準で有意であった。
試みに，各説明要因の寄与率を大ざっぱに示すものとして，偏相襲係数をと
ってみると，載貨係数はもっともつよい影響力をもつことが分かった。
仮説(3)は立証されなかった。資料的に，往復の容積建て貨物量が各航路
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について判明したのは，クイ〔原表 7]のみで，イスラエルは全航路とも輸
入量が大幅に輸出量を上回るようである。それらについて調べると， fatleg 
の方が thinlegょ・りも載貨係数がよく効くということはいえない。むし
ろ，その逆になっている。
仮説(4)についても，上と同様である。すなわち，バンコクとイスラエル
について，各航路（ただ、し fat legのみ）の距離と載貨係数の係数値との
関係を調べてみたが〔原表8]，距離が長くなるほど載貨係数が運賃につよ
く影轡するとは，認められなかった。
以上のような実証分析の結果にもとづいて， Shneerson が結論的にいう
ところは，つぎのようである。
すなわち，第 1に，需要が運賃決定に 1つの役割を果たすことは明らかで
ある。単価は品目別の運賃を一貫して説明するし，航路の競争状態をも相当
によく反映する。
第 2に，載貨係数は，運賃の決定に関してより重要な説明変数であるよう
に思われる。しかし，このことは，運賃率の決定に運送コストが反映されて
いる証拠には，必ずしもならないのである。というよりも，もっとはっきり
いえば，運賃の設定に当たって載貨係数を用いる場合，今日の慣行は，それ
によって運送コストを反映させる〔べきである］という意味では，載貨係数
の使い方に誤り—ないしは恣意性ー~があるということである。われわれ
が行なった航路別の比較研究は，この点を暴露している〔（3）や(4)の仮説
が立証されなかったのは，この事実によるものである］。
そもそも，今日慣用されている「運賃トン数」(freightton or revenue 
ton)は，つぎのように 2つの点で不合理であり，役に立たない。すなわち，
この慣行は比較的重い貨物で載貨係数が 1より小さいものは，「容積コスト」
(volume・ costs)を要しないのであるから，容積とは無関係にもっばら重量
によって運賃を課徴する，という考え方に立っている。しかし，これでは，
運賃は当該貨物運送の機会費用を反映しない。運送コストを反映させようと
するかぎり，もしその航路が容積によって制約される航路（容積航路）であ
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れば，載貨係数が 1より小さい貨物も含めて，すべての貨物について載貨係
数を基礎とした運賃を課すべきである。載貨係数％の貨物は，載貨係数％の
(26) 
貨物よりも運送コストが高いのである。
さらに，もう 1つの問題点は，このような運賃トン数を用いて運送量を測
るという仕方である。すなわち，慣行によれば，総運送量は重量トン数（載
貨係数が 1より小さい貨物の場合）と容積トン数（載貨係数が 1．より大きい
場合）との合計として求められている。このような方法では，総運送量は
＇（重量・容積いずれかの尺度に統一した正確な数字に比べて）過大に評価さ
れることになる。くり返していえば，容積航路ではすべての貨物を容積で測
(27) 
るべきである—以上が， Shneerson の実証とその結論である。
それでは，彼がこのような結果にもとづいて， とくにいわんとしているこ
とは何であるか。論文のはじめに強調されている点を拡大すれば， 2点あ
る。その第 1は，事実認識の正確さに関する。かつて Janssonは，「海運同
盟が負担力による運賃を課そうとしていることは常識である。少なくともこ
の在来の知識 (conventionalwisdom)によれば，表定賃率の決定におい
(28) 
て，需要の要因が支配的な役割を果たしていることになる」と述ぺた。
(26) Janssonもこの点を注意している。すなわち，彼のいう航海コストが運賃トン
に対して均等になるように配分されるものとすれば，そのかぎりにおいて航海コ
ストは下の図のように，載貨係数1の点でキンクした形のものになるのである。
実際のコストがこのような形になっている筈はない。しかし， レート・メーキン
グの作業においては，実際のコスドの代わりに，このような bookcostが幅を
効かせることになるのである，と。 Jansson［況〕， pp.66-67.
(27) Shneerson（町J,pp. 58-61, 
64, 66-67. 
(28) Jansson (20J, p.1. 
計
t ， 
s=1 載貨係数(Sl
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これに対して Heaverは，最近の実証研究によれば，むしろ載貨係数が単
独要因としては最重要な説明変数であることが示されている。したがって，
そのことから「在来の知識に反し」て「運賃決定の最重要な要因はコストの
(29) 
尺度である」という結論が引き出される，と述べた。 Shneerson が問題に
している第 1点は，この点である。
Shneersonによれば，自分達の見るところは必ずしも Heaverのいうと
おりではない。むしろ，「在来の知識」は今日もなお生きているといわねば
ならない。なぜなら，需要の要因は運賃決定において 1つの主要な役割を果
たしているからである。しかも，それと同時にいえることは，運賃の設定に
当たって載貨係数が用いられているとしても，その際，それによって反映さ
れているコストは，真実のコストではなく，現在の慣行は，載貨係数の利用
に際して，コストを誤まってとらえている (misconceptionof costs) とい
わねばならない。したがって，載貨係数が最重要要因だとしても，それは，
商品単価が需要および競争要因を代表するように矛盾なしには，コスト要因
を代表するものといえない。この点を注意すべきである， というのが Sh-
(30) 
neersonの Heaverに対する批判である。
この点は，まさに彼のいうとおりではないかと思われる。しかし，彼はこ
のような主張につづいて，もう 1つのことを主張している。それは，きわめ
て実践的あるいは政策論的な主張であって，「このような慣行こそ，今日同
盟の運賃決定方式を改善するうえで，もっとも緊急に手を付けられるべきも
(31) 
のである」というのである。
私は，この点については， 2つの問題があると思う。 1つは，これも事実
問題であるが，一体船社ないしは同盟は，運賃決定に際してどの程度載貨係
数を意識して考慮しているであろうか。仮りに載貨係数を利用するとして
(29) Heaver (16J, p. 2. ただし， Shneerson〔町］，p.52による。
(30) Shneerson〔27〕’pp.52, 67・
(31) Shneerson (27J, p. 52.以上 2つの見解は， Laing(24]を批判した Shneer-
son (28J, p. 248にも見られる。
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も，それは，運送コストを反映させるために，全面的に合理的な尺度と考え
て，これを利用しているのであろうか。この点，同盟について当たるより確
(32) 
かめようはない。しかし， Heaverのいうように，同盟としては「とくにコ
ストを考慮しようと意識的に努力してというよりは，むしろ（限られた情報
にもとづく）メノコとして」載貨係数が重要視されている，というのが真相
に近いのではないかと思われる。
第 2は，政策論的判断の問題である。 Shneerson は，さきにのべたよう
に，考え方として Janssonにきわめて近い。その Jansson も Heaverも
ともに，コスト・ベースの徹底を，今後のタリフのあり方として打ち出して
いる。 Shneerson が上のようにいう背景には，やはりこれと同じ考え方が
あるものとしか思われない。果たしてこの考え方は，政策論として正しいで
あろうか。しかし，この点について論ずることは，はじめに断わったよう
に，このサーベイの外に属する。
V Janssonの研究
(33) 
1. 品目別荷役費構造の分析
Janssonが定期船の運送コストをどのようにとらえようとしているか，そ
の概略は上の Shneersonについて述べたとおりである。ここでは，停泊コ
ストの載貨係数弾力性が，どうして前述のように0.2~0.5という値でとらえ
られたか，その点を明らかにしよう。
Janssonは，ライナーの長期限界費用について，詳細な理論的分析を行な
(34) 
っているが，ここでの必要からいえば，彼は，停泊コストを (1)直接的荷役
(32) Heaver (19〕・ p.22;宮下〔3釘 9ページ。
(33) Jansson (21〕● pp.34-60.前述のように， Shneerson(27〕● pp. 53-57には
これが簡潔に再硯されている。
(34) Jansson (21〕● pp.16-29 ; (22〕● pp.296-299. Janssonの費用理論は，そ
の運賃論の基礎をなすものであり，いずれ稿を改めて詳細に考察することにした
い。
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費と (2)間接的荷役費に分けている。後者は，船舶の停泊中に要する費用で
あって，これを各貨物に配分することは前者よりも難しい。しかし，資本費
にせよ船員費あるいは港費にせよ，大体において停泊所要時間に比例するも
のと考えられる。したがって，これを貨物別の荷役所要時間によって按分す
(35) 
ることが，大ざっばな方法としては妥当である。そうすると，一番の問題は
貨物の種類に応じて，荷役のスピードがどのように変化するかである。
そのための説明要因として，まず貨物 1個当たりの重量および容積を考え
る。すぐにいえることは， 1個の容積が一定ならば， 1個の重量が重いほ
ど， 1時間当たりの重量荷役量は大きいであろう。また，反対に 1個の重量
が一定ならば， 1個の容積が大きいほど 1時間当たりの重量荷役量は小さい
であろう，ということである。符号の説明を省略して，これを式で表わせ
ば，つぎのようになる。
Q”=aw“ ただし V=V.O<a <1 (5) 
Q"=bV哨 ただし W=W,O<~ <1 (6) 
この場合， aとPの大小関係を頭からいうことはできない。重量と容積と
どちらの影響がよりつよーく出るか。これは，いいかえれば載貨係数(S=V/W)
の関数として Q"をとらえることである。すなわち，
Q,.=c平;=cS-fJW" -fJ (7) 
もし a=~ であるならば，貨物 1 個当たりの重量は 1 時間当たりの重量荷
役量には何の関係もなく，載貨係数が大きくなればそれによって単位荷役量
は減少する。また，載貨係数を一定とした場合， a>~ であるならば（そし
て a-~ の値が大きいほど）， 1個の重さが大きい貨物ほど単位荷役量は大
(35) Jansson (22), p. 300でこの点をより詳しく論じている。一切のコストは貨物
別に配分可能であり，「共通費」は幻想にすぎない，というのが彼のつよい主張
である。私はこの問題についてまったくの素人であるが，「原価に共通費という
ものはない」という同じ主張を，中島勇次 (41)（とくに③）に見出して，大い
に感銘をうけた。実際， Janssonも，定期船の会計慣行を批判するのに鉄道事業
のそれを引き合いに出し，後者衰退の一因がこれにあるとしている。 (20〕● pp.
4-5; (21), pp.13-15. 
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きい。一般には，荷役技術の進歩にかって，このことの方がありそうに思わ
れる。そこで(7)式を書き改めて(8)式とし，この(8)式について，港湾荷
役の実際をテストすることにする。
Q = cS"'WP ; a<O, f1>0 (8) 
テストは，アメリカの4つの港 (8つの港区）について行なわれ，その結
(36) 
果は(9)式のようである。
log Q=7.783P叶 7.238P叶 7.388Ps+ 7. 576A-. 460S +. 039W ; 
(65.89) (60.43) (53.34) (59.09) (-16.55) (3.07) 
炉＝． 57 (9) 
ただし， p、は i港の荷役能率 (1ギャング・ 1時間当り荷役重量）についての
ダミー変数で．当該港＝1,他の港＝0とする。各変数の係数は，いずれも 1%
水準で有意である。 ~ 
この結果，載貨係数が 2倍になれば， 1時間当たり重量荷役量は46％だけ
減少し， 1個当たり重量が 2倍になれば，それは 4％だけ増大することがい
える。明らかに，載貨係数の影響の方がはるかに大である。
表6 包装クイプ別の荷役能率関数（ニューオリーンズ商港）
包装タイプ 1観測数 1定 数載貨係数 1個の重量1 万
81 8.497 -0.687 -0.020* 0.68 カートン，小箱 (28.88) (-11．糾） (-0.42) 
62 6.536 -0.320 0.260 0.60 大箱，ケース (18.64) (-5.74) (6.01) 
33 
6.749 -0.287* 0.107 0.76 バンドル，スキッド，ロール (25.44) (-0.431) (2.60) 
（備考） 1.他の 3港については省略した。
2.( ）内は t値。
3.＊は5彩水準で非有意。その他は 1彩水準で有意。
（出所） Jansson(21J, p. 47. (Shneerson (26J, p. 56, Table 2もまったく同じ。）
(36) (9)式において，港を識別する記号の1はNewOrleans Commercial (118), 
2は Baltimore(95), 3は NewYork (90;うち Hoboken46, Manhattan 
19, Brooklyn Commercial 25), 4は ArmyTerminal (83;うち NewOrleans 
17, Hampton Roads 39, Brooklyn 27)である。（ ）内＝標本数は合計386。
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このテストを，さらに貨物の包装クイプ別に分けて行なってみると，表6
のようである。
での値が示すように， 包装クイプ別に分けると荷役能率格差に対する各
変数の説明度は，全体として上昇する。各港別の能率（ニューオリーンズが
最高）の順位は，（9）式と変わりはない。興味ある点は，箱が小さいと重量
は問題とならずに，載貨係数の影響がつよく＇出，箱が大きくなると，反対に
1個の重量の影響が，小さいながらも多少つよく出る傾向が見られることで
ある。
さて，「貨物の大きさ，包装および重量としシ・った諸要因は， 個々にあるい
は結合して荷役の能率に影響する。この事実はステベドアによく知られてお
り．彼等が課する品目別料金は，部分的にではあるが．このような物理的特
(37) 
性が荷役能率に及ぽす影響にもとづいて決められている。」以上の分析は，ま
さしく，ステペドアの当然もっている休験的知識を側面から体系化したこと
になるであろう。それならば，硯実の荷役料金表の品目別構造も，これと同
じ方法で説明することができるであろうか。
この点が， ロッテルダム港の荷役料金表 (1971年 1月3日発効）について
テストされた（標本数は86)。その結果は(10)式で示されている。
IogR=7. 276+. 221logS-. 088logW; 
(66.48) (11.11) (-6.42) 
ただし， Rは重量1トン当たりの荷役料金
R2=.69 (10) 
能率を測った場合と比較して，載貨係数や 1個当たり重量の係数が符号が
逆になっているのは，期待どおりであるといってよい。またどちらも 1彩水
準で有意であり，全体としての説明度もわるくない。両変数の料金（単位当
たり荷役費）への影響度は，能率についてのテストと軌を同じくしている。
いいかえると，載貨係数の方が 1個当たり重量よりもはるかに重要な役割を
果たす，といえるのである。
(37) National Academy of Science-Nationel Research Council, Publication 
474, Cargo $hip Loading, Washington, 1957, p. 39（ただし Jansson(21J, 
p. 37による）．
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このようにして，（9）および(10)式を通じて， Janssonは(8)式における
aの値が一．2~-.5であることを突き止めたのである。これに対してPの値
はほぼ．1にすぎず，しかも機械設備の伴わない港では，人力に依存すること
が大きく，上式の符号が Pについては逆転する場合があり得る。戦貨係数が
すべてを説明するというのではない。しかし，このような実験によって，運
賃の品目別構造と荷役費の品目別構造とを，載貨係数という共通の物理的要
因を介して比較することの理論的根拠が，実証的に確かめられたといえるで
あろう。
(38) 
2. 品目別運賃構造の分析
Janssonは，上の検証から進んで，ある航路の品目別運賃水準を同じく
品目別の運送コストと直接に比較するという作業を行なっている。しかし，
われわれがこれまで見てきた人ぴとと同様に，特定航路における品目別運賃
構造の分析を彼も試みているので，さきにそれを見ることにしよう。
その 1つは，彼が TheAssociation of West India Trans-Atlantic 
Steamship Linesの1965年のクリフについて行なったものである。この年
について，アムステルダム・ロッテルダム両港の荷役能率の調査が総括的に
行なわれており，したがって， 1偏当たりの重量を説明変数にとり入れるこ
とができた。もう 1つは，さきに Heaverについて触れたように， UNCT
AD事務局が1970年に発表したフランス (Bayonne~Dunkerque間） ／モ
(39) 
ロッコ航路の運賃調査を利用して， Jansson が回帰分析を行ない，さらに
Heaverが同じ資料から（冷凍貨物に対する計算上の処理を加え）別の回帰
結果を導ぴいているものである。
Janssonが用いた運賃決定モデルは，総合的には(11)または(12)式のよう
であり，計算の結果は表7およぴ表8に示されている。
(38) Jansson (21), pp. 77-88. このなかには，前記注23で述べたように， Shneer-
sonの研究が含まれている。
(39) UNCT AD (33)．日本船主協会 UNCTAD研究会 (35),130-132ページ。
UNCTADの調査では，多元回帰分析は行なわれていない。
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F=KS•WbP心e
F=K1十a1S+b1W +c1P+d1Q+e1 
ただし，
F ＝重量 1トン当たり運賃率
S ＝載貨係数
W=l個の重量
P ＝商品単価
Q ＝年間荷動量
k＝定数
e ＝誤差項
表7 西欧／西インド・中央アメリカ航路の品目別運賃構造
形式 観測数 1 K a b C 
対 数 65 -0.260 0.657 -0.026 0.90 C-0.62) (5.93) (-0.57) (6.37) 
線 形 65 -2.088 0.764 -0.011 0.31 (-0.27) (11.68) (-0.30) (4.81) 
（備考） （ ）内は t値。
（出所） Jansson(21J. p. 80. 
表8 北フランス／モロッコ航路の品目別運賃構造（対数形）
航路 観測数 K a C R2 
南 行 46 
3.84 0.341 0.122 0.55 (15.44) (3.11) (3.17) 
北 行 42 
3.63 -0.195 0.71825 ) 0.23 (0.08) (-1. 70) (3. 
(521)61 
(11) 
(12) 
R2 
0.68 
0.77 
（備考）線形は省略した。その場合の元5の値は，それぞれ0.65およ
び0.10である。その他出所も表7と同じ。
表 7についていえば，変数の全体的な説明度は相当に高いが，注目される
W すなわち 1個当たりの重量については， やや期待外れであって，その係
数 bは1％水準で有意ではなかった。 1つの理由は，この場合の貨物がほと
んど袋物かカートン入りであって，そういう軽量の貨物のほかに，ごく少数
のドラム缶入りの貨物が加わっていたことである。もう 1つは，発展途上国
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では荷役の機械化が進んでいない。したがって， 1個の重量が大きくなった
ときに，先進国の場合のように重量 1トン当たりの荷役費が安くなるとは，
(40) 
いえない事情があるのかもしれない。
蹂表8についていえば，この場合，北行（モロッコ／フランス）において
は，全体としての説明力がきわめて弱い。この航路では，柑橘類，野菜，魚
類およぴぶどう酒が主な貨物となっているが，それらの輸出と船積は1965年
以来国営の OCE(Officede Commercialisation et d'Exportation)によ
って統制されている。 OCEは同盟と運賃交渉はせず，盟外船を含む個々の船
社とのみ交渉を行ない，毎シーズンの初めに各社の輸送量，寄港地およぴ船
舶をも協定し，その後 OCEが一方的に当該シーズンにおける果物や野菜の
運賃を決定する。船社は，その運賃を呑んで運送するか，それともまった＜
配船しないかを選択するほかはない。
このような交渉では，運送コストは完全に無視される。載貨係数の係数 a
はマイナスになっている。これに対して，商品単価の係数は，一応まともで
ある。むしろ興味あることは，独占的な南行に比べて，需要独占的な北行の
(41) 
方が，係数の値がやや高いことである。
このような Janssonの分析に対して， Heaverの場合は，前述のように，
冷凍貨物に対してとくに配慮している点が特徴的である。すなわち，彼は
「（北行において）冷凍貨物の運賃は通常積付けの貨物にくらぺて高いので
あるから，これを一緒にしたのでは，なんら意味のある結果が出ないのも不
思議ではない」とのべて， UNCTAD の資料のうち， OCE が定めた運賃
（ただし，同資料において通常連賃と冷凍運賃の平均値のみしか示されなか
った品目を除く）のみを取り上げた。さらに計算上，冷凍の要否をダミー変
(40) Jansson⑫lJ, p.85. 
(41) Jansson⑫lJ, pp. 84-85. なお， UNCTAD 研究会〔3~J や Heaver (18]に
よると，モロッコ／フランスの航路では， 国有船社 COMANA v・ (Compagnie 
Marocaine de Navigation)が OCEに協力している。シーズンには不定期船も
参入して，同盟は弱い。
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(42) 
数として処理すると，（13)式が得られた。
F=87.00+85.12R+l. 02V; R2=．64 
(11.1) (6.3) (2.8) 
ただし，
F＝運賃率（フランス・フラン／メトリック・トン）
R＝冷凍ダミー変数（冷凍貨物＝1,非冷凍貨物＝0)
V＝商品単価 (100フランス・フラン／メトリック・トン）
（ ）内はt値，標本数は28。
(523)63 
(13) 
説明の水準は，有意味ではあるが高くはない。その主たる理由は，運賃の
相遮がほとんど冷凍の要否で説明されてしまうからであり，そのことは，別
にこのような計算をしなくても明らかである。商品の単価も，運賃率への影
響は弱いが有意味である。もし冷凍貨物を除いて計算すると，方程式は
F=86. 56+1.05V; 炉＝．22 (14) 
となる。載貨係数は統計的に非有意であるばかりでなく，（Janssonの場合
と同様）符号がマイナスとなる。このように，冷凍貨物を除いた場合の説明
力が弱いのは，運賃率の差が比較的少ないことによるものと思われる。
しかし，とにかく OCEが運賃の決定に際して平均総費用を重要視してい
ることは，間遮いがない。商品単価も若干の意味をもってはいるが，それに
よっては，運賃較差の大半は説明できない。オーストラリア輸出航路の場合
と同様に，荷主組織のつよいこの航路では，コストが運賃を説明するもっと
もつよい要因になっているのである。両者の相遮は，オースト、ラリア航路で
は，載貨係数（直接費）に比例的であるのに対して，モロッコ航路では貨物
(43) 
トン当たりの平均費を基礎にしているように思われる，と。このような結論
(42) 原文では表の形になっているが，適当に符号を付けて方程式の形にした。
(43) Heaver (18J, p. 262. UNCTADの調査も，北行航路の運賃構造は概してコ
スト・ベースに合している，と判断した。ただ， 全体的な結論としては，「およ
そ ratemakingは科学ではない」ことを強調した点で， Heaver の見解とも異
なっているといわねばならない。 (35J 131, 132ページを参照。ついでながら，
Jansson (22]の Reference では， Heaver(16]の表題はなぜか “LinerRate-
making. Magic or Logic. A Trans,-Pacific Case Study"となっている。
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は， Janssonのそれとほとんど正反対といってよいほどの逮いがあるが，恐
(44) 
らくは， Heaverの側に軍配を挙げるべきではなかろうか。
3. 品目別運賃率とコストの比較
さて，前項でも見られるように，品目別運賃構造の分析は，コスト要因と
しての載貨係数を通じて，間接的に（この点で， Shneerson 批判があるに
せよ）コスト反映の度合いを探ろうとするものであった。直接的にコストそ
のものを掴むことができないからである。その理由は， 1つは，資料として
コストの数字が得られないこと，もう 1つは，たとえ船社から数字が得られ
たとしても，そのような航海採算的な数字からは，個々の品目に要したコス
トを見出すことは，理論的に不可能とされているからである。定期船のよう
に同一の生産過程から多種類の生産物（運送サービス）を生産する場合，共
通費を配分する原理は存在しない，というのが通説だからである。
ところが， Janssonは真向うからこの通説に反対する。彼の場合，運送の
総費用は，（ 1）停泊コスト (2)航海コストおよび(3)一般管理費の 3つに分
(45) 
けられる。 (1)については，すでに述ぺた。問題は(2.)と(3)であるが，ま
ず(2)について一一。これも， Shneerson の項において，その考え方を述
べたように，容積航路においては（載貨係数が 1=40立方フィート／トンよ
り小さいものを含めて）すべて容積によって航海コスト（キャパシティー・
コスト）が割り掛けられるべきであるとする。
この場合の問題点は2つある。 1つは，往復航への配分であって，原理的
には，往復航の貨物量がアンバランスであれば，その多い方の航路(fatleg) 
に航海コストを全部割り掛けるべきである。アンバランスの程度が小さく，
(44) Heaver (18J, p. 260には，以上の航路の他に，ラテン・アメリカからの輸出
航路 C9］および東南アジア航路についての研究 C1]が挙げられており，いず
れも載貨係数の運賃説明度が高いという点で一致しているという。なお，C9]に
ついては ShneersonC切〕，p.52, f. n. 1. も言及している。
(45) Janssonの費用区分は，高橋秀雄氏の提案 ((48J107-112ページ） に近いも
のと解される。定期船の現行会計方式に対する批判と改善の提案については，な
ぉ， Goss(15]，古川 C36〕を参照。
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両者逆転の可能性があるような場含には，運送量の需要予測にもとづいて，
確率論的な配分方法によらねばならない。
もう 1つは，容積航路か重量航路かの問題であるが，これも基本的な考え
方は上と同じである。さらに(3.）の一般管理費についても，定期船の場合，
長期的には大体において運送量に比例すると見ることができる。
さて， Jansson が利用した資料は， 米国の輸出入運賃較差問題に関連し
(46) 
て，船社および FMC が提出した運賃資料と，他方ワシントンの会計会社
(47) 
Ernst & Ernstが行なった運送原価の品目別配分の研究である。後者は，
8つの航路および代表的な 8つの包装タイプ（これによって各航路の主要な
品目はカバーされる）について，容積トン当たりの運送原価を計算したもの
である。その方法は，大体において Jansson が考えているあり方に近いも
のであった。ただ，（ 1）停泊コストのうち間接荷役費が，品目別に一律と見
積られていること，および(2)航海コストは，往復の貨物量がアンバランス
な航路でも，これを全貨物量に割り掛けている。 Janssonは，これらの点を
上述のような原理にしたがって修正し，こうした修正の前後双方の数字を発
(48) 
表している。表9は，彼が示した 5航路についての運賃・コスト（修正後）
比較表のうちの 1つである。
これらの表については，若千不満な点がある。すなわち，これら航路の運
賃は必らずしも統計学的に厳密な意味での代表的サンプルとはいえない。ま
た，コストについていえば， Ernst& Ernstが取り上げた標準品目は数が
(46) 問題の概略は，東海林〔43J,85-91ページを参照。
(47) Ernst & Ernst巳OJ.
(48) 運賃について， Janssonはこれをコストと比較するために，すべて容積トン当
たりに換算し，また，契約運賃がすべてに適用されているところから，これを15
％引きとした。さらに，元のコスト計算は発着2港間の組み合わせについて行な
われているので，それぞれ地域内で加重平均して，航路としての値を計算してい
る。なお，米国船のコストは，補助金支給前の全コストが（ここでは）示されて
いる。外国船はその航路でもっとも競争力のつよい国の代表的な船が選ばれてい
る。 Jansson⑫lJ,pp. 89-92 ;〔22J,pp. 302, 305. 
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表 9 定期船の品目別運賃と運送原価：米国大西洋岸／日本
(1964年； 1容積トン当たりドル）
運送原価
主要品目 運賃率
米国船！日本船
小麦粉
樹脂，サイズ糊
カーポン・プラック
原 綿
スクラップ，真鍮
貝 敷
潤滑油．グリース
合成 樹 脂
クバコ原料
石油溶解液
自動車
機械類(n.o. s.) 
航空機・部品
雑 貨(n.o. s.) 
錫、 板
1
7
1
8
1
9
1
9
2
3
2
4
2
4
3
1
3
4
3
8
4
2
5
2
5
8
7
1
8
1
 
3
0
2
9
3
0
2
9
3
7
3
0
3
0
2
9
2
9
2
9
2
8
2
9
2
9
3
1
3
7
 
2
8
2
7
2
8
2
7
3
4
2
8
2
8
2
7
2
7
2
7
2
8
2
7
2
7
2
9
3
4
 
（備考） 1．本航路は両国船とも往復パランスがとれている。
2. n.o.s.は “nototherwise specified"の略。
（出所） Jansson(22J, p. 304, Table 4. 
(49) 
少なく，したがって単位当たりコストの差幅が狭いものになっている。運賃
品目との突合も完全とはいえない。
しかし，そうした欠陥にも拘わらず，これらの表から明確に指摘し得る事
実がある。すなわち，定期船の運賃は，品目相互間において，明らかに内部
補助 (cross-subsidisation)が存在すること，これである。ふえんすれば，
運賃としては「中程」にあるものが，単位当たりコストにほぽ見合ってい
る。低い方の運賃は損失を生じ，高い方の運賃はこの損失の埋め合わせをし
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(50) 
ている。ごく高い運賃は，利澗への寄与が大きいにちがいない。
(5町）67
この事実は，定期船事業の利益率がけっして高くないという周知の事実と
符合するものである。定期船事業は鉄道と異なり，費用逓減的ではない。む
しろ，長期限界費用は一定である。それが品目別差別運賃を課して，なお超
過利潤を得ることがないのは， 1つのバラドックスといい得るであろうが，
上の事実こそまさにこの継を解く鍵である。しかし，交叉補助の存在を明ら
かにしただけでは，最終的な説明にはならない。なぜ同盟はこのようなクリ
フを維持するのか，どうして原価以下の運賃で貨物を運ぽうとするのかー一
(51) 
Janssonの同盟論は，このような形で展開されているのである。
VI Devanneyらの研究（米国東岸／
(52) 
南米西岸航路： 1971年）
Deyanneyらの論文は，大別して 2つの部分から成っている。初めの部分
は，同盟制度についての理論的考察であって，彼らはそこで，同盟存在の意
(49) Heaverは Janssonの研究を，交叉補助の具体的事実を明らかにした唯一の
もの（ただし， Heaverの論文と前後して発行された著書〔6〕において， Dea-
kinは英国／東洋航路における船社の収支関係資料から直接的に同じ事実を明ら
かにしている一東海林）として高く評価しているが，やはりこの点に触れてい
る。彼によれば，現実の荷役料金は当該貨物出荷量（ロット・サイズ）による
し，船腹の利用度は航海ごとに一定ではないから，実際に船社の負担するコスト
としては，この研究に示されているものよりも差幅が広いであろう，と。 Heaver
〔19J,p. 23.ちなみに，表9の場合は，コストの階級は米国船で5段階，日本船
では4段階にすぎない。
(50) Jansson⑫lJ, pp. 92, 94 ; (22J, p. 306. 
(51) Jansson Cl孔］，［22J.(20〕は，［21JCh. 1 Point-of-departure : The "para-
dox" of liner shippingにその趣旨が再論されている。なお， このあとの 2つ
の論文は，新和海運ロンドン支店西原懇氏のご好意によって入手することができ
た。ここに記して深く謝意を表する。
(52) Devanney et al. (8〕．筆者は 3人とも MITの Departmentof Ocean 
Engineering所属である。
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義を根本的に問いただし，同盟弁護論をきびしく批判する。ついで，同盟の
運賃形成を論じて，利潤極大原理にもとづいてこれを説明し，最後に，カル
テルとしての海運同盟が資源配分上むしろ独占体よりも効率が劣る点を問題
にする。
独占体は，輸送量の点では効率的でないかもしれないが，少なくともこれ
を運送するコストについては， コスト・ミニマムになるような資源の組み合
わせを行なう。これに対して，カルテルーーとくにオープン・コンファレン
ス—においては，たえず船腹過剰を伴い，船社はそこで荷主を誘引するた
めに運送サービスの質的な競争に力を入れることになる。高速船の投入がそ
(53) 
れである。運賃の競争は，まだしも資源配分の効率を高めるが，サービスの
競争はむしろその逆である。「利益を挙げていない」ことは， 同盟の活動が
満足すべきものであることの証明にはならない。アメリカの政策が，同盟制
度そのものを支持しつつ，しかもそれがオープンであることを要求している
(54) 
のは，悪しき選択の最たるものである。
それでは，オーバー・トンネッジとハイスピードとによって，米国型の海
運同盟は，いかほどの無駄を現実に発生しているであろうか。 Devanneyら
の論文の後半の部分は，このことを米国東岸／南米西岸（コロンビア，ェク
アドル，ペルおよびチリ）について，数量的に確かめようとするのである。
そこでまず同航路の現状について， 1969年の貿易統計と1971年の運賃表と
(53) 高速船の投入によるサービス競争の例として，米国太平洋岸／日本航路におけ
るマリナー型船の投入とその後の経過が挙げられている。すなわち，当初，米国
船主は当時としては高速の21ノット船の投入に，コスト面から反対していたが，
海軍は国防目的からこの性能を強要した。実際配船されてみると，日本船よりも
2ノット早いことで大量の貨物が吸引された。日本の船社は，不正なリペートを
用いてこれに対抗し，、やがて26ノット以上の高速船を投入するようになった。現
在ある船社は，さらに33ノットの船を建造しつつある。このようなサービス競争
の結果，荷主は望むより以上の質のサービスを買わされているのである，と。
Devanney et al・［8〕,p.162. （ただし， 事実の細かい点については， 多少疑
問がある。 「海運白書」 1957~59等を参照。）
(54) Devanney et al. (8), p. 162, f. n. 8. 
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(55) 
から，・各国往復航別に，品目別の運賃，輸送重量，載貨係数，輸送容積量お
よぴ運賃額が調べられ，これらを統合した結果として表10が得られる。
表10 米国東岸／南米西岸航路の輸送実績： 1切0年
航路 1輸送量（千トン） 1平均運賃（ドル／トン）運賃額（百万ドル）
南 行 868 137.00 
北 行 1,101 39.10 
合 計I 1,969 82.15 _ I 
（備考）メトリック・トンおよび1971年ドルによる。
（出所） Devanneyet al. (SJ, p. 168, Table 5. 
118.70 
43.05 
161.75 
この表に関連していえば，この航路では重量・容積とも往復航のバランス
がよくとれている。載貨係数は南行，（主として工業製品） 77立方フィート／
トン，北行は軽重の両方に分散するが，平均すると74立方フィート／トンで
ある。このような重量・容積関係では，容積が輸送の制限要素となることは
いうまでもない。表10でもっとも注目されることは，往復航における平掏運
(56) 
賃の較差である。南行は北行の 3倍以上である。
北行の輸送貨物は，銅，魚肉，バナナ，コーヒー等の一次産品が主で，こ
れらの荷主は大口で組織化されている。荷主はこの航路に長期の利害をもっ
おり，用船の可能性もあれば自社船の利用もまた可能である。同盟レートの
天井はごく低いものにならざるを得ない。南行は，まったくこれと異なる。
(55) 国別統計を地域（航路）別に振り分けるについては，この場合，パナマ運河統
計を利用して，アメリカについては％が東岸に，コロンビアについては％が西岸
に振り分けられている（合計についての比率が各品目にも適用されている）。
(56) 実際のレートは，往航においてはネゴ (negotiatedrates)の結果，これより
15彩方低いことが実務家から知らされた。そうだとしてもこの比率は，やはり 3
倍に近いのである。 Devanneyet al.〔SJ,p. 163, 169.なお，先進国／途上国
囀路におけるこれと同様の往復運賃較差は， Deakin ⑱Jにおいても指摘され
ている。また，この事実が途上国の交易条件低下説に関してもつ意味については
東海林〔43]77-79ページを参照。
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このようにして，上のような運賃較差は同盟として当然の結果である。関
係途上国は，その輸出運賃において不利益をこうむっているとはいえない。
同盟が途上国に有害であるとすれば，それは輸入においてである。途上国が
たとえば ECLA(9]で示されるように，しばしば輸出のみを問題にしてい
ることは，この点で政策論的に疑問であるといわねばならない。
さて，以上のような貿易を支えるために， 1971年初期においてこの航路に
投入されている船腹は，合計4社， 25隻。そのうち，ェクアドル止まりの船
が7隻 (103百万立方フィート・ノット）で，チリまで就航する船が18隻 (2
43百万立方フィート・ノット）である。
これに対して，現在の造船・運航技術をもってして，同じ仕事をするのに
もっとも効率的，すなわち荷主にとってもっともコストの安い船隊を想定す
れば，どのようなものになり，その場合の運賃はどの程度になるであろう
か。 Devanneyらは，この場合，自分達の求める推定値が過度に有利なもの
となることを防ぐために，すべての貨物が NewYork/Valparaiso間（ど
ちらか片道）の全距離を動くものと仮定するなど，推定作業上に工夫をこら
(57) 
している。
選ばれた船は，船型では50万立方フィート（ペール・キャパシティ）から
50万立方フィートきざみで200万立方フィートまでの 4クラス， 速力は12ノ
ットから 2ノットきざみで22ノットまでの 6クラスである。それによぅて，
船隊の規模は最小7隻から最大35隻まで，また年間航海数は最低54航海から
最高220航海まで，合計24ケースが考えられ，それぞれについて，運賃該当
のコストと全送達（荷主）コストが計算される。
すなわち，まず荷役費以外の運送原価 (f.i. 0. レート）を求め，これに荷
役費と海運一般管理費を加えて推定上の平均運賃とする。つぎに，これに貨
物付帯の資本費およぴ保管費等を加えて荷主コストとするのである。くだい
(57) 資料と作業の詳細は，別に MITCommodity Transportation and Economic 
Development Laboratoryから1972年 1月に発行された同じ表題の報緞書 (MI-
TCTL 72ー 1)に発表されているようである。そのためか，本論文の説明中には．
若千不斉合な個所が発見される。
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ていえば，低速船ほど送達所要時間 (transit time)が長くなり，したがっ
て荷主コストは相対的に割高になる。
以上の結果（原文のグラフを省略するが），もっとも効率的な船隊は， 200
万立方フィート・ 14ノットの船8隻で構成されるものであり，その場合の平
(58) 
均運賃は51.50ドル／トン，荷主コストは 60.50ドル／トンである。このう
ち， f. i. o.レートは約6ドル／トンにすぎず，運賃の大部分は (1971年に最
高41ドル／トンの）荷役費である。このような最適船は，現在就航中の船と
比較すると，かなり大型で低速船である。現行の運賃は，前述のように平均
82ドル／トンであり，南行の場合15彩引きとして実質約72ドル／トンとして
も，その差は実に20ドル／トンであり，これを年額になおすと 4,000万ドル
(59) 
の巨額にのぽる。
Devanneyらの実証は，このようにして，現行の同盟制度が荷主したがっ
て世界の人ぴとに対して過大な負担を課す結果になっていることを明らかに
する。それは，いいかえるならば世界所得の損失であるが，この損失が，果
たして先進国と途上国のいずれにより多く帰属するか。この点は，途上国か
(60) 
ら出されている主張にも拘わらず，途上国の側に常に不利という立証がある
わけではない。国別に見た（輸出入価格弾力性の）相遮よりも，商品別の相
遼の方がより大である。
・しかし，たとえば本航路の場含，きわめて注目に値することは，前述のよ
うに途上国の輸入運賃が大幅に高いという点である。「運賃は輸出業者が負担
: (58) この場合，平均運賃というのは，品目別の平均であることはもちろんである
が，往復航についても（説明はないが）のキャパシティ・コストを貨物トン当た
り均等に割り当てたものと思われる。なお，前後するけれども，原表1~4に示
されている硯行品目別運賃等の表によれば，各航路とも品目間の運賃較差はやは
り大きい。 • 
(59) 貨物の送達所要時間は，硯行の方が短い。したがって，荷主コストは， 72.00+
7.25=79'.25ドル／トンとなり，最適船の場合の51.50+9.00=60.50ドル／トンに
比べて，その差は18.75ドル／トンとややせぱまることになる。 Devanneyet al. 
〔BJ,p. 176, f. n. 16. 
(60) 東海林 C46J, Wanhill〔糾〕を参照されたい。
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している」という常識が成立するためには，先進国（アメリカ）の輸出の価
格弾力性が途上国の輸入の価格弾力性よりも小さいという条件が成立しなく
てはならない。しかし，その立証はない。むしろ，こうした高運賃がもたら
す損失は，途上国の側でも相当部分が負担されていると見るべきである。
したがって，途上国としては，同盟対策の力点を輸出よりも輸入におくべ
きであり，その第一歩として，輸入運賃の負担がどの程度自国に振りかかっ
(61) 
ているかを調べることが有意義であると思われる，と。これが， Devanney 
らの研究の一般的な結論である。事実問題については，とくにいうぺきこと
はない。他方，政策論的な主張の吟味も，本稿の主題ではない。ただ，ぁぇ
て付言すれば，つぎのようである。
すなわち，途上国が輸出運賃にのみ関心して，輸入運賃を軽視するかに見
える傾向に対して，それは，途上国が国内の輸入競争産業を保護するため
に，あたかも関税と同じように，高率の輸入運賃を一種の輸入障壁として，
むしろ歓迎しているのではないか，というのである。この点は，かつて Da-
(62) 
niel Marx, Jr. によって指摘された問題であるが，あるいは当たっている
かもしれない。もちろん，上の運賃負担帰属の問題と同様に，その事実を確
かめる必要があるし，かりに事実であったとしても，そうした政策がはたし
て妥当であるかどうかは，これまた別個に検討を要する問題であることは，
いうまでもない。
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